
業務及び財産の状況に関する説明書

【2025年３月期】

当説明書は、金融商品取引法第46条の４の規定に基

づき、全ての営業所若しくは事務所に備え置いて公衆

の縦覧に供するため、又はインターネット等で公表す

るために作成した書類であります。

ア イ ザ ワ 証 券 株 式 会 社
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項

１．商 号 アイザワ証券株式会社

２．登録年月日及び登録番号 2021年９月３日（登録番号：関東財務局長（金商）第3283号）

３．沿革及び経営の組織

(1) 会社の沿革

年月 変遷の内容

2021年４月 藍澤證券株式会社（現 アイザワ証券グループ株式会社）の完全子会社として、アイザワ証券分割

準備株式会社を設立

2021年８月 本社を東京都中央区日本橋から東京都港区（汐留）へ移転

2021年９月 第一種金融商品取引業者として登録

2021年10月 持株会社体制への移行に伴い、アイザワ証券株式会社として営業を開始

2021年10月 TOKYO PRO MarketのJ-Adviser資格を取得

2023年５月 第二種金融商品取引業者として登録

2023年８月 ゴールベースアプローチ型ラップサービス（愛称：スマイルゴール）の販売を開始

2023年11月 会社分割（吸収分割）により、登録金融機関業務にかかる顧客の口座に関する権利義務を株式会

社西京銀行より承継

2025年３月 会社分割（吸収分割）により、登録金融機関業務にかかる顧客の口座に関する権利義務を株式会

社佐賀共栄銀行より承継

(注) 当社は2021年10月1日に藍澤證券株式会社（現 アイザワ証券グループ株式会社）より、金融商品取引業その他

の事業を承継するとともに、商号をアイザワ証券株式会社へ変更しております。
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(2) 経営の組織
(組織図)

2025年７月７日現在

(ＦＡ部店)
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４．株式の保有数の上位10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権

に占める当該株主に係る議決権の数の割合

氏名又は名称 保有株式数(株) 割合

１．アイザワ証券グループ株式会社 500,000 100.00％

計１名 500,000 100.00％

５．役員の氏名又は名称

（2025年６月25日現在）

役 職 名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別

代表取締役社長 社長執行役員 藍
あ い ざ わ

澤 卓
た く や

弥 有 常勤

取締役 専務執行役員（内部管理統括責任者） 大
お お い し

石 敦
あつし

無 常勤

取締役 常務執行役員 真
ま し ば

柴 一 裕
か ず ひ ろ

無 常勤

取締役 執行役員 大
お お み ち

道 浩
こ う じ

二 無 常勤

取締役 執行役員 馬
ば ば

場 雄
ゆ う い ち

一 無 常勤

取締役 芝
し ば た

田 康
や す ひ ろ

弘 無 非常勤

監査役 保
や す だ

田 浩
こ う い ち

一 無 常勤

社外監査役 仙
せ ん に

仁 登
のぼる

無 非常勤

社外監査役 平 尾 嘉 昭
ひ ら お よ し あ き

無 非常勤

(注)監査役 仙仁登、平尾嘉昭は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

６．政令で定める使用人の氏名

(1) 金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名

氏 名 役 職 名

大
お お い し

石 敦
あつし

取締役 専務執行役員 コンプライアンス本部長 内部管理統括責任者

光
み つ お か

岡 克
か つ み

巳 コンプライアンス本部副本部長 内部管理統括補助責任者

奥
おくじょう

条 正
ま さ き

貴 コンプライアンス部長 内部管理統括補助責任者

山
や ま ぐ ち と も は る

口 知 雅 検査部長 内部管理統括補助責任者

(2) 投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用を行う部門を統括する者の氏名

氏 名 役 職 名

堀
ほり

英
ひ で お

男 上席執行役員 投資顧問本部長

関
せ き や

谷 幸
こ う い ち

一 投資顧問部長

津
つ が み

上 翔
し ょ う じ

二 投資顧問部 運用課長 投資判断者

三 井 郁 男
み つ い い く お

投資判断者
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７．業務の種別

(1) 法第28条第１項第１号に掲げる行為に係る業務

(2) 法第28条第１項第３号イ～ハに掲げる行為に係る業務

(3) 有価証券等管理業務

(4) 第二種金融商品取引業

(5) 投資助言・代理業

(6) 投資運用業

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地

（2025年７月７日現在）
部支店名 郵便番号 住所 部支店名 郵便番号 住所

本店 105-7307 東京都港区東新橋一丁目９番１号 大阪支店 541-0041 大阪府大阪市中央区北浜二丁目６番26号

東京スカイツリーイーストタワー支店 131-0045 東京都墨田区押上一丁目１番２号 あべのハルカス支店 545-6030 大阪府大阪市阿倍野区阿倍野筋一丁目１番43号

自由が丘支店 152-0035 東京都目黒区自由が丘二丁目９番19号 千里中央支店 560-0082 大阪府豊中市新千里東町一丁目４番２号

調布支店 182-0024 東京都調布市布田四丁目６番地１ 京都支店 604-8187 京都府京都市中京区御池通東洞院西入ル笹屋町435番地

町田支店 194-0022 東京都町田市森野一丁目13番14号 生駒支店 630-0257 奈良県生駒市元町一丁目６番12号

青梅支店 198-0032 東京都青梅市野上町四丁目４番地２ 五條支店 638-0821 奈良県吉野郡大淀町下渕868番地５

横浜支店 220-0011 神奈川県横浜市西区高島一丁目１番２号 神戸支店 651-0096 兵庫県神戸市中央区雲井通７丁目１番１号

厚木支店 243-0018 神奈川県厚木市中町四丁目９番18号 加古川支店 675-0064 兵庫県加古川市加古川町溝之口700番地

成田支店 286-0033 千葉県成田市花崎町534番地 広島支店 730-0051 広島県広島市中区大手町三丁目１番９号

水戸支店 310-0031 茨城県水戸市大工町二丁目２番８号 福山CP 720-0065 広島県福山市東桜町一丁目１番

春日部支店 344-0067 埼玉県春日部市中央一丁目52番１号 東広島CP 739-0014 広島県東広島市西条昭和町３番８号

館林支店 374-0024 群馬県館林市本町二丁目９番１号 岩国支店 740-0018 山口県岩国市麻里布町三丁目５番３号

甲府支店 400-0858 山梨県甲府市相生二丁目３番16号 周南支店 745-0809 山口県周南市久米中央三丁目17番１号

三島支店 411-0036 静岡県三島市一番町15番33号 徳山CP 745-0015 山口県周南市平和通一丁目10番の２

熱海CP 413-0011 静岡県熱海市田原本町９番１号 新下関支店 751-0869 山口県下関市伊倉新町一丁目４番30号

下田CP 415-0035 静岡県下田市東本郷一丁目19番13号 山口支店 753-0074 山口県山口市中央五丁目１番30号

富士支店 417-0047 静岡県富士市青島町192番地の２ 宇部支店 755-0031 山口県宇部市常盤町二丁目３番29号

静岡支店 422-8067 静岡県静岡市駿河区南町18番１号 宮崎CP 880-0806 宮崎県宮崎市広島一丁目18番13号

掛川支店 436-0056 静岡県掛川市中央一丁目11番９号

※CP：コンサルティングプラザ

９．他に行っている事業の種類

・ その他業務（金融商品取引法第35条第２項及び第４項）

(1) 金地金の売買取引の取扱業務

(2) 保険の募集業務

(3) 不動産賃貸業（自ら所有する不動産）

(4) 顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務

(5) 広告取扱業務

(6) 確定拠出年金法に規定する確定拠出年金運営管理業
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１０．苦情処理及び紛争解決の体制

紛争解決等業務の種別 苦情処理措置及び紛争解決措置

第一種金融商品取引業務 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターとの間で特定第一種金

融商品取引業に係る手続実施基本契約を締結する措置

第二種金融商品取引業務 一般社団法人第二種金融商品取引業協会（同協会から委託を受けた特定非営利活動

法人 証券・金融商品あっせん相談センター）が実施する苦情処理手続及び紛争解

決手続きを利用する措置

投資運用業務

投資助言・代理業務

一般社団法人日本投資顧問業協会（同協会から委託を受けた特定非営利活動法人

証券・金融商品あっせん相談センター）が実施する苦情処理手続及び紛争解決手続

きを利用する措置

１１．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称

(1) 指定紛争解決機関の商号又は名称

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター

(2) 加入する金融商品取引業協会

日本証券業協会、一般社団法人 日本投資顧問業協会、

一般社団法人 第二種金融商品取引業協会

１２．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号

東京証券取引所 大阪取引所 名古屋証券取引所 札幌証券取引所 福岡証券取引所

１３．加入する投資者保護基金の名称

日本投資者保護基金
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Ⅱ．業務の状況に関する事項

１．当期の業務概要

営業の経過及び成果

当事業年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで）において、世界株式市場は堅調な米国経済とFRB（米連邦準

備制度理事会）による利下げ開始、中国の大規模景気対策等を背景に米国と中国の株価が上昇した一方、日本とASEAN

主要国（シンガポールを除く。）の株価は軟調に推移しました。

米国株式市場は、生成AI関連の投資拡大やトランプ次期政権に向けた政策期待を追い風に循環物色が広がり、ダウ

工業株30種平均とS&P500、ナスダック総合の主要３指数はそろって史上最高値を更新しました。その後、第２次トラ

ンプ政権による追加関税に対する懸念が高まり、2025年３月から相場は調整局面に入っています。

国内株式市場は、脱デフレ期待と賃上げ、円安、不安定な海外情勢等強弱材料が入り交じる中で波乱の相場展開に

なりました。2024年４月から2025年３月までの日経平均株価の期間騰落率は-11.8％と、主に米国経済に関する不確実

性が高まったことや米国による自動車関税への懸念等が相場の重石になりました。

アジア株式市場は、中国の景気対策と不安定な海外情勢、各国固有の要因等を背景に国別の明暗が分かれました。

その中で中国は政府当局が利下げや住宅の需要喚起、株式市場のテコ入れ、地方隠れ債務の解消を中心とする大規模

な景気対策を発表したため、2024年４月から2025年３月にかけて上海総合指数と香港ハンセン指数はそれぞれ+9.7％、

+39.8％と上昇が目立ちました。一方ASEANは米国の金融・貿易政策を巡る不透明感と、インドネシアの財政悪化やタ

イの政情不安に対する懸念により相場は総じて低迷しましたが、ベトナムのVN指数がプラス圏を維持するなど底堅い

動きも見られました。

このような状況の中、当社グループは2022年度からスタートした中期経営計画「Define Next 100 〜もっとお客様

のために〜」に基づき、各種施策に取り組んでまいりました。最終年度となる当期は、ゴールベースアプローチによ

るストック商品（投資信託・ラップ商品）のご提案に注力し、お客さまとそのご家族の資産運用・資産形成の伴走者

となることを目指し、本格的な一歩を踏み出しました。

当社では、長期にわたるお客さまとそのご家族の資産運用・資産形成の伴走者となることを目指しております。お

客さまのライフプラン・将来の夢・希望といった「ゴール」を実現するために、ゴールベースアプローチにより金融

サービスのプロフェッショナルとして寄り添い続けてまいります。お客さまの資産形成に資する商品として、ストッ

ク商品の残高増加を図っており、2025年３月末時点で総預り資産１兆9,661億円、ストック商品預り資産4,233億円と

なりました。

プラットフォームビジネスにおいては、地域金融機関や保険代理店、一般事業会社等との連携を拡大しており、当

期におきましては、島田掛川信用金庫との顧客紹介契約の締結や株式会社佐賀共栄銀行との会社分割（簡易吸収分割）

契約の締結、JR九州のグループ会社であるJR九州保険コンサルティング株式会社と金融商品仲介業に関する業務委託

契約を締結しました。その他、2024年４月より今村証券株式会社を投資一任契約の媒介業務を委託する金融商品取引

業者として、ゴールベースアプローチ型ラップサービス「未来設計」の提供を開始しました。プラットフォームビジ

ネスは、資産形成層のお客さまへアプローチする重要なチャネルであるため、今後も強化してまいります。

他方、資産運用・資産形成の伴走者としてのビジネスモデルを確立するためには経営資源を集中することが必要と

判断し、2028年３月末までに引受け業務を取り止める方針を決定しました。

サステナビリティに関する取組みとして、アイザワ証券は地域金融機関や教育機関、地方自治体と連携し、地方創

生・地域活性化や金融リテラシー教育を推進しています。地方自治体との連携の５例目として、2025年２月に東京都

青梅市と地域活性化に関する包括連携協定を締結しました。

以上の結果、営業収益は178億31百万円（前年度比0.4%減）、営業利益は２億94百万円（同80.3％減）、経常利益は３

億31百万円（同75.7％減）、当期純利益は２億36百万円（同78.0％減）となりました。当事業年度における業績の内訳

は次のとおりです。
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当事業年度における業績の内訳は次のとおりです。

(1) 受入手数料

当事業年度の受入手数料は、139億21百万円（同7.7％増）となりました。科目別の概況は以下のとお

りです。

①委託手数料

委託手数料は株式委託取引の減少により、57億67百万円（同14.2％減）となりました。

②引受け・売出し・特定投資家向け売り付け勧誘等の手数料

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は、国内株式の引受額の増加により32百万円

（同221.6%増）となりました。

③募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、投資信託の販売の増加により33億34百

万円（同26.5％増）となりました。

④その他の受入手数料

その他の受入手数料は、ファンドラップの投資顧問報酬の増加等により、47億86百万円（同34.7％増）

となりました。

(2) トレーディング損益

当事業年度のトレーディング損益は、30億25百万円（同29.8％減）となりました。科目別の概況は

以下のとおりです。

①株券

外国株国内店頭取引売買代金の減少により、25億11百万円（同31.7％減）となりました。

②債券

外国債券の取扱いに伴う収益の減少により、１億72百万円（同15.0％減）となりました。

③その他

外国為替取引から生じる損益の減少等により、３億41百万円(同19.9%減)となりました。

(3) 金融収支

金融収益は信用取引収益の増加等により８億84百万円（同30.6％増）、金融費用は信用取引費用の増加

等により１億１百万円（同14.5％増）となりました。これにより、金融収支は７億83百万円（同33.0％

増）となりました。

(4) 販売費・一般管理費

販売費・一般管理費は、取引関係費及び事務費の増加により174億35百万円（同6.8％増）となりまし

た。

(5) 営業外損益

営業外収益は受取配当金２億45百万円等により３億13百万円となりました。営業外費用は関係会社有

価証券貸借取引費用２億45百万円等により２億76百万円となりました。これにより営業外損益は36百万

円の利益となりました。

(6) 特別損益

特別利益は投資有価証券売却益により０百万円となりました。特別損失は減損損失等により、４百万

円となりました。これにより特別損益は４百万円の損失となりました。
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２．業務の状況を示す指標

(1) 経営成績等の推移

（単位：百万円）

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

資本金 3,000 3,000 3,000

発行済株式総数（千株） 500 500 500

営業収益 11,522 17,909 17,831

（受入手数料） 8,735 12,924 13,921

((委託手数料)) 4,612 6,723 5,767

((引受け・売出し・特定投資家向け売付
け勧誘等の手数料))

40 10 32

((募集・売出し・特定投資家向け売付け
勧誘等の取扱手数料))

1,895 2,636 3,334

((その他の受入手数料)) 2,187 3,553 4,786

（トレーディング損益） 2,323 4,307 3,025

((株券等)) 1,646 3,678 2,511

((債券等)) 120 203 172

((その他)) 556 425 341

純営業収益 11,437 17,820 17,729

経常利益又は経常損失(△） △2,701 1,363 331

当期純利益又は当期純損失(△） △3,333 1,074 236

(2) 有価証券引受・売買等の状況

① 株券の売買高の推移（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。）

（単位：百万円）

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

自 己 103,795 278,758 205,316

委 託 1,295,516 1,732,476 1,592,188

計 1,399,311 2,011,234 1,797,504

①-2 株券の売買高の推移（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。）

該当事項はありません。
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及

び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取扱業務に係るもの及

び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。）

（単位：百万円）

区 分 引受高 売出高
特定投資家向け
売付け勧誘等の

総額
募集の取扱高 売出し取扱高 私募の取扱高

特定投資家向け
売付け勧誘等の

取扱高

２
０
２
３
年
３
月
期

株券 541 541 ― ― ― ― ―

国債証券 377 ― ― 377 ― ― ―

地方債証券 ― ― ― ― ― ― ―

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ―

社債券 300 ― ― 300 158 1,013 ―

受益証券 ― ― ― 582,769 ― 914 ―

その他 ― ― ― ― ― ― ―

２
０
２
４
年
３
月
期

株券 87 87 ― 215 ― ― ―

国債証券 184 ― ― 184 ― ― ―

地方債証券 ― ― ― ― ― ― ―

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ―

社債券 200 ― ― 200 ― 1,764 ―

受益証券 ― ― ― 759,255 ― 399 ―

その他 ― ― ― ― ― ― ―

２
０
２
５
年
３
月
期

株券 706 704 ― ― ― ―
―

国債証券 451 ― ― 451 ― ― ―

地方債証券 ― ― ― ― ― ― ―

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ―

社債券 ― ― ― 6,000 ― 1,530 ―

受益証券 ― ― ― 791,963 ― 1,902 ―

その他 ― ― ― ― ― ― ―

②-2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し

及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取扱業務に係るもの

に限る。）

該当事項はありません。

②-3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し

及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子記録移転有価証券表示権

利等に関する業務に係るものに限る。）

該当事項はありません。
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(3) その他業務の状況

① 金地金の売買取引の取扱業務

② 保険業法第２条第26項に規定する保険の募集業務

③ 自ら所有する不動産の賃貸に係る業務

④ 顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務

⑤ 広告取扱業務

⑥ 確定拠出年金法に規定する確定拠出年金運営管理業

上記の業務を行っていますが、収益・取引高ともに僅少なため記載を省略してあります。

(4) 自己資本規制比率の状況

(単位：百万円)

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ×100） 334.6％ 351.0％ 311.5％

固定化されていない自己資本（Ａ） 12,913 14,260 14,205

リスク相当額合計（Ｂ） 3,858 4,061 4,559

市場リスク相当額 138 59 68

取引先リスク相当額 533 705 923

基礎的リスク相当額 3,186 3,296 3,566

暗号等資産等による控除額 ― ― ―

(5) 使用人の総数及び外務員の総数

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

使用人 805人 791人 778人

（うち外務員） 756人 745人 768人

(6) 役員の業績連動報酬の状況（投資運用業を行う金融商品取引業者に限る。）

役員の業績連動報酬の状況

当社の役員の業績連動報酬には、運用財産の運用として行った取引により生ずる利益に関する指標を基礎として算定

される報酬等に該当するものはありません。
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Ⅲ．財産の状況に関する事項

１．経理の状況

(1) 貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 ※1 17,744 10,032

預託金 27,632 24,783

顧客分別金信託 27,632 24,783

その他の預託金 0 0

トレーディング商品 232 347

商品有価証券等 232 347

約定見返勘定 1,326 1,294

信用取引資産 17,209 15,478

信用取引貸付金 16,870 15,190

信用取引借証券担保金 339 287

立替金 98 520

顧客への立替金 69 520

その他の立替金 29 0

短期貸付金 3 2

関係会社短期貸付金 ― 500

前払金 1 8

前払費用 145 199

未収入金 415 874

未収収益 552 577

流動資産合計 65,363 54,621

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 526 547

器具備品（純額） 227 298

土地 462 461

その他 0 135

有形固定資産合計 1,217 1,442

無形固定資産

借地権 10 10

ソフトウエア 12 17

その他 0 0

無形固定資産合計 23 28

投資その他の資産

投資有価証券 0 0

その他の関係会社有価証券 1,191 945

出資金 13 13

従業員に対する長期貸付金 0 0

長期差入保証金 305 353

長期前払費用 164 278

前払年金費用 1,210 1,296

投資その他の資産合計 2,886 2,887

固定資産合計 4,127 4,359

繰延資産

開業費 3 ―

繰延資産合計 3 ―

資産合計 69,493 58,980
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(単位：百万円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

トレーディング商品 ― 24

商品有価証券等 ― 24

信用取引負債 7,312 4,722

信用取引借入金 ※1 6,505 ※1 4,173

信用取引貸証券受入金 807 548

有価証券担保借入金 1,401 482

有価証券貸借取引受入金 1,401 482

預り金 28,719 23,242

顧客からの預り金 21,757 19,030

その他の預り金 6,962 4,211

受入保証金 5,639 4,350

短期借入金 ※1 4,645 ※1 4,880

未払金 1,167 643

未払費用 196 187

未払法人税等 303 85

賞与引当金 758 677

その他の流動負債 18 21

流動負債合計 50,163 39,317

固定負債

繰延税金負債 440 498

株式給付引当金 313 349

その他の固定負債 38 40

固定負債合計 792 888

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 ※4 160 ※4 160

特別法上の準備金合計 160 160

負債合計 51,116 40,366

純資産の部

株主資本

資本金 3,000 3,000

資本剰余金

その他資本剰余金 18,039 18,039

資本剰余金合計 18,039 18,039

利益剰余金

その他利益剰余金

買換資産土地圧縮積立金 141 140

繰越利益剰余金 △2,804 △2,566

利益剰余金合計 △2,662 △2,425

株主資本合計 18,377 18,613

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 0 0

評価・換算差額等合計 0 0

純資産合計 18,377 18,614

負債・純資産合計 69,493 58,980
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(2) 損益計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

営業収益

受入手数料 12,924 13,921

委託手数料 6,723 5,767

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料

10 32

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

2,636 3,334

その他の受入手数料 3,553 4,786

トレーディング損益 4,307 3,025

金融収益 677 884

営業収益計 17,909 17,831

金融費用 88 101

純営業収益 17,820 17,729

販売費・一般管理費

取引関係費 4,170 4,621

人件費 ※1 7,285 ※1 7,351

不動産関係費 1,192 1,267

事務費 3,051 3,486

減価償却費 154 211

租税公課 231 225

その他 237 272

販売費・一般管理費計 16,322 17,435

営業利益 1,497 294

営業外収益

受取利息 18 4

受取配当金 237 245

その他 40 63

営業外収益合計 297 313

営業外費用

投資事業組合運用損 182 26

和解金 1 ―

関係会社有価証券貸借取引費用 237 245

その他 10 4

営業外費用合計 431 276

経常利益 1,363 331

特別利益

固定資産売却益 2 ―

投資有価証券売却益 82 0

特別利益合計 84 0

特別損失

固定資産除却損 15 ―

投資有価証券売却損 13 ―

減損損失 61 4

金融商品取引責任準備金繰入れ 14 0

特別損失合計 104 4

税引前当期純利益 1,343 326

法人税、住民税及び事業税 255 32

法人税等調整額 13 57

法人税等合計 268 89

当期純利益 1,074 236
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(3) 株主資本等変動計算書

前事業年度 (自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) (単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計買換資産土地

圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 3,000 18,039 18,039 141 △3,879 △3,737 17,302

当期変動額

当期純利益 1,074 1,074 1,074

株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 1,074 1,074 1,074

当期末残高 3,000 18,039 18,039 141 △2,804 △2,662 18,377

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 287 287 17,589

当期変動額

当期純利益

株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）
△286 △286 △286

当期変動額合計 △286 △286 787

当期末残高 0 0 18,377

当事業年度 (自 2024年４月１日 至 2025年３月31日) (単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計買換資産土地

圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 3,000 18,039 18,039 141 △2,804 △2,662 18,377

当期変動額

当期純利益 236 236 236

買換資産土地圧縮積立金の取崩 △1 1 ― ―

株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）

当期変動額合計 ― ― ― △1 238 236 236

当期末残高 3,000 18,039 18,039 140 △2,566 △2,425 18,613

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 0 0 18,377

当期変動額

当期純利益 236

買換資産土地圧縮積立金の取崩 ―

株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）
0 0 0

当期変動額合計 0 0 236

当期末残高 0 0 18,614
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１ 担保に供している資産の状況は、次のとおりであります。

前事業年度（2024年３月31日）

科目
被担保債務
(百万円)

担保資産
（百万円）

定期預金

短期借入金 1,945 408

金融機関借入金 1,895 408

証券金融会社借入金 50 ―

信用取引借入金 6,505 ―

計 8,450 408

(注) １．上記の表の金額は貸借対照表計上額によっております。

２．なお、上記のほかに短期借入金の担保として借株有価証券6,510百万円を、信用取引借入金の担保と

して借株有価証券3,449百万円を、清算基金等の代用有価証券として借株有価証券3,402百万円を差入

れております。

当事業年度（2025年３月31日）

科目
被担保債務
(百万円)

短期借入金 50

証券金融会社借入金 50

信用取引借入金 4,173

計 4,223

(注) １．上記の表の金額は貸借対照表計上額によっております。

２．なお、上記のほかに短期借入金の担保として借株有価証券95百万円を、信用取引借入金の担保として

借株有価証券28百万円を、清算基金等の代用有価証券として借株有価証券1,530百万円を差入れてお

ります。

２ 担保等として差入をした有価証券の時価等

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

信用取引貸証券 994百万円 568百万円

信用取引借入金の本担保証券 6,514百万円 3,744百万円

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 1,173百万円 540百万円

３ 担保等として差入を受けた有価証券の時価等

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

信用取引借証券 359百万円 274百万円

信用取引貸付金の本担保証券 17,225百万円 13,611百万円

受入保証金等代用有価証券 32,211百万円 26,902百万円

消費貸借契約により借り入れた有価証券 10,649百万円 1,653百万円
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※４ 特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金

金融商品取引法第46条の５の規定に基づく準備金であります。

５ 運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結して

おります。

事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであ

ります。

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

当座貸越極度額及び貸出コミット
メントの総額

39,908百万円 30,800百万円

借入実行残高 4,645百万円 4,880百万円

差引額 35,263百万円 25,920百万円

(損益計算書関係)

※１ 人件費の中に含まれている引当金繰入額は次のとおりです。

前事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

株式給付引当金繰入額 68百万円 68百万円

賞与引当金繰入額 758百万円 667百万円

役員賞与引当金繰入額 4百万円 ―百万円

退職給付費用 217百万円 152百万円
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額

(1) 短期借入金

（単位：百万円）

借入先
2024年３月期

（2024年３月31日現在）
2025年３月期

（2025年３月31日現在）

金融機関借入金

株式会社みずほ銀行 850 850

三井住友信託銀行株式会社 750 ―

株式会社三井住友銀行 665 1,000

株式会社七十七銀行 1,050 1,050

株式会社清水銀行 710 710

株式会社りそな銀行 300 150

東京証券信用組合 100 900

株式会社山梨中央銀行 150 150

その他 20 20

計 4,595 4,830

証券金融会社借入金

日本証券金融株式会社 50 50

計 50 50

合計 4,645 4,880

(2) 信用取引借入金

（単位：百万円）

借入先
2024年３月期

（2024年３月31日現在）
2025年３月期

（2025年３月31日現在）

日本証券金融株式会社 6,505 4,173

計 6,505 4,173

(3) 関係会社長期借入金

該当事項はありません。
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３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得

価額、時価及び評価損益

(単位：百万円)

2024年３月期 2025年３月期

取得価額 時価 評価損益 取得価額 時価 評価損益

１．流動資産

(1) 株券 ― ― ― ― ― ―

(2) 債券 ― ― ― ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ― ― ―

２．固定資産

(1) 株券 0 0 0 0 0 0

(2) 債券 ― ― ― ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ― ― ―

合計 0 0 0 0 0 0

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価額、

時価及び評価損益

(1) 先物取引・オプション取引の状況

該当事項はありません。

(2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況

該当事項はありません。

５．財務諸表に関する監査法人等による監査の有無

当社は、会社法第436条第２項第１号及び金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、有限責任

あずさ監査法人の監査を受けております。
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Ⅳ．管理の状況

１．内部管理の状況の概要

(1) 内部管理の状況

当社は、コンプライアンス目標、コンプライアンスプログラム、行動規範を定め、当社の取締役、執

行役員及び使用人に対し法令諸規則を遵守する体制を構築しております。その統括部署としてコンプラ

イアンス部を設置し、同部のもとにコンプライアンス統括課、考査課、審査課、お客様相談課、IFAコ

ンプライアンス課を配置し、それぞれの役割に応じた管理業務と牽制機能を確保しています。

FA部支店の各営業単位に「営業責任者」である部店長とは別にコンプライアンス部に属する「内部管

理責任者」を設置し、FA部門と独立した立場からの管理業務と牽制をおこなう体制を整えております。

金融商品仲介業者（IFA）については、各仲介業者内に内部管理責任者を配置し、当社のIFA本部及び

コンプライアンス部内のIFAコンプライアンス課が連携して、金融商品仲介業者（IFA）の管理・監督を

行っております。これにより、IFAに対しても営業部門とは異なる視点からの牽制機能が働く体制を整

えております。さらに、第一線のFA部支店および金融商品仲介業者（IFA）に対する検証機能を担う部

署として、検査部を設置しており、コンプライアンス部とともに検査部をコンプライアンス本部のもと

で連携を図ることで、第一線（営業現場）および第二線（内部管理）による実効性ある管理体制を構築

しております。

また、2025年4月1日より、リスク管理機能強化の一環としてリスク統括部をコンプライアンス本部内

に新設しました。リスク統括部では、当社のリスク管理基本方針に則り、リスクモニタリング体制の整

理・構築をしております。

（2025年７月１日現在）

コンプライアンス部 ・マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策に関する事項

コンプライアンス統括課・
考査課共通

・顧客との金融商品取引の受託および勧誘を行う部店に関する考査業務の統括および
指示に関する事項
・法令諸規則等にかかる社員の教育および指導に関する事項
・ファイナンシャルアドバイザリー本部・コンプライアンス本部合同会議に関する事
項

コンプライアンス統括課 ・アテンション口座の面談等のチェック・管理指導
・考査業務に係る顧客との金融商品取引の受託および勧誘を行う部店への指導、応援
・投資信託換金・乗換事前申請書のチェック・管理指導
・NISA、外国株の説明状況に係る改善状況確認

審査課 ・自己計算による有価証券の売買取引の審査に関する事項
・顧客の有価証券の売買取引の審査および管理に関する事項
・顧客口座、顧客カードの審査に関する事項
・証券事故等の確認、処理および監督官庁等に対する申請に関する事項
・有価証券の価格動向・売買執行状況の審査に関する事項
・有価証券等の価格形成動向のルール遵守徹底・監視に関する事項
・内部者取引の売買管理および法人関係情報の管理に関する事項
・役職員の株式および新株予約権付社債等の取引に関する事項
・監督官庁および取引所等に関する事項

考査課 ・取引残高報告書および残高照合通知に関する事項
・与信取引全般の審査および管理に関する事項
・有価証券の売買取引に関する社内規則の管理に関する事項
・ファイナンスに関する事項
・広告審査に関する事項
・コンプライアンス研修等に関する事項
・金融商品取引等の法制度および協会規則等の改正に関する事項
・情報収集に関する事項
・要請アテンション口座の抽出、通知
・その他の業務

お客様相談課 ・顧客および他の証券会社との紛争処理に関する事項
・証券事故等にかかる債権の管理に関する事項
・顧客からの問い合わせ、クレーム等に関する事項
・役職員にかかる事故の調査および処理に関する事項
・懲罰委員会の運営に関する事項
・カスタマーハラスメントに関する事項

IFAコンプライアンス課 ・金融商品仲介業者向け研修の企画及び開催に関する事項
・金融商品仲介業務に係る法令諸規則に基づく指導及び監督
・検査部による社内監査における指摘及び注意事項の事後検証・指導
・金融商品仲介業者の広告審査に関する事項
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検査部 ・社内検査に関する事項
・社内検査における計画立案に関する事項
・社内検査の実施に関する事項
・社内検査における指摘事項の事後検証に関する事項
・金融商品仲介契約先の検査に関する事項
・検査業務における外部委託に関する事項
・監督官庁等の証券検査の立会いに関する事項

リスク統括部 ・リスク管理委員会の運営に関する事項
・リスク管理規程にリスクの範囲として記載されている項目のモニタリングに関する
事項
・自己資本規制比率計算上の各リスク相当額の限度額の管理に関する事項
・その他統合リスク管理の強化に関する事項

(2) お客様からの相談及び苦情に対する具体的な取扱い方法

当社では、お客様からのご相談および苦情について、コンプライアンス本部に設置された「お客様相

談課」が全社的な受付状況の把握および対応状況の一元的な管理を担っております。お客様相談課で

は、ＦＡ部支店に関するものに加え、金融商品仲介業者（IFA）を通じた取引に関するご相談・苦情に

ついても同様に受け付けしております。

受け付けした内容は、関係部門と連携のうえ、事実関係の確認と対応を行い、必要に応じてFA部店や

IFAビジネス本部・IFAコンプライアンス課を通じて、営業現場へのフィードバックや指導を実施してお

ります。

また、重大な事案や傾向が認められる場合には、リスク管理委員会を通じて経営陣への報告を行い、

全社的な再発防止策の検討・実施につなげております。

(3) 内部監査体制

当社では内部監査を社長直轄の「監査部」として、執行部門から独立させ第三の防衛線として第一

線、第二線が有効に機能しているかを検証・評価しております。監査部の業務分掌は下記のとおりで

す。

（2025年７月１日現在）

監査部 ・監督官庁等の証券検査の立会いに関する事項
・内部監査に関する事項
・内部監査の実施に関する事項
・その他の監査に関する事項
・その他前各号に付帯する事項
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２．分別管理等の状況

(1) 金融商品取引法第43条の２の規定に基づく分別管理の状況

① 顧客分別金信託の状況

（単位：百万円）

項目 2024年３月31日現在の金額 2025年３月31日現在の金額

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 27,139 24,251

期末日現在の顧客分別金信託額 27,657 24,783

期末日現在の顧客分別金必要額 27,632 22,817

② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況

(イ) 保護預り等有価証券

有価証券の種類
2024年３月31日現在 2025年３月31日現在

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券

株券 株数 844,697千株 771,177千株 941,386千株 703,830千株

債券 額面金額 2,252百万円 18,127百万円 9,069百万円 21,212百万円

受益証券 口数 409,495百万口 4,948百万口 474,158百万口 5,049百万口

その他 額面金額 647百万円 551百万円

(ロ) 受入保証金代用有価証券

有価証券の種類
2024年３月31日現在 2025年３月31日現在

数量 数量

株券 株数 21,143千株 20,143千株

債券 額面金額 ―百万円 ―百万円

受益証券 口数 1,168百万口 1,289百万口

その他 額面金額 6百万円 4百万円
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(ハ) 管理の状況

管理場所及び国名 管理方法 区 分 数・額面金額 単 位

アイザワ証券自社保管

（日本）

単純管理 株券

混合管理 債券 6,000 百万円

振替決済
受益証券

その他

証券保管振替機構

（日本）
振替決済

株券 942,137 千株

債券 1,542 百万円

受益証券 3 百万口

その他 556 百万口

だいこう証券ビジネス

（日本）

単純管理 株券 21,674 千株

混合管理 債券

振替決済
受益証券 475,444 百万口

その他

日本銀行

（日本）
振替決済

株券

債券 1,527 百万円

受益証券

その他

野村證券

（日本）
混合管理

株券 0 千株

債券

受益証券

その他

大和証券

（日本）
混合管理

株券 0 千株

債券

受益証券

その他
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管理場所及び国名 管理方法 区 分 数・額面金額 単 位

Japan Securities

（Vietnam)
混合管理

株券 94,564 千株

債券

受益証券

その他

STANDARD CHARTERED BANK

（Hong Kong）
混合管理

株券 327,430 千株

債券

受益証券 1 百万口

その他

STANDARD CHARTERED BANK

（Indonesia）
混合管理

株券 199,923 千株

債券

受益証券

その他

STANDARD CHARTERED BANK

（Thai）
混合管理

株券 35,200 千株

債券

受益証券 0 百万口

その他

STANDARD CHARTERED BANK

（Malaysia）
混合管理

株券 7,177 千株

債券

受益証券

その他

STANDARD CHARTERED BANK

（Taiwan）
混合管理

株券 1,791 千株

債券

受益証券

その他

STANDARD CHARTERED BANK

(Philippines）
混合管理

株券 31,912 千株

債券

受益証券

その他

STANDARD CHARTERED BANK

（Korea）
混合管理

株券 1,564 千株

債券

受益証券

その他
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管理場所及び国名 管理方法 区 分 数・額面金額 単 位

申萬宏源証券

(香港）
混合管理

株券 1,982 千株

債券

受益証券

その他

クレディ・アグリコル証券会社 東京支店

（日本）
混合管理

株券

債券 142 百万円(EUR)

受益証券

その他

HSBC証券会社 東京支店

（日本）
混合管理

株券

債券

受益証券 0 百万口

その他

東海東京証券

(日本）
混合管理

株券

債券 31 百万円(AUD)

受益証券

その他

NOMURA BANK (LUXEMBOURG)

（ルクセンブルク)
混合管理

株券

債券

受益証券 366 百万口

その他

みずほ証券

（日本）
混合管理

株券

債券

受益証券 0 百万口

その他

Mitsubishi UFJ Investor Services & Banking

(Luxembourg) S.A.

(ルクセンブルク)

混合管理

株券

債券 32 百万円(AUD)

債券 122 百万円(BRL)

債券 215 百万円(EUR)

債券 2,240 百万円(JPY)

債券 19 百万円(MXN)

債券 68 百万円(NZD)

債券 18,339 百万円(USD)

受益証券 3,636 百万口

その他
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管理場所及び国名 管理方法 区 分 数・額面金額 単 位

スーパーファンド・ジャパン

(日本)
混合管理

株券

債券

受益証券 0 百万口

その他

Sumitomo Mitsui Trust (UK) Limited

（英国）
混合管理

株券

債券

受益証券 1,043 百万口

その他

Apex Fund Solutions (Ireland) Limited

（アイルランド）
混合管理

株券

債券

受益証券 0 百万口

その他

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況

該当事項はありません。

④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第1条の12第2号に規定する権利を除く。）に限
る。）分別管理の状況

該当事項はありません。

(2) 金融商品取引法第43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況

① 商品顧客区分管理信託の状況

該当事項はありません。

② 有価証券等の区分管理の状況

該当事項はありません。

(3) 金融商品取引法第43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを
除く。）の状況

① 法第43条の３第１項の規定に基づく区分管理の状況

該当事項はありません。

② 法第43条の３第２項の規定に基づく区分管理の状況

該当事項はありません。

(3-2) 金融商品取引法第43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等（令第1条
の12第2号に規定する権利を除く。）に限る。）の状況

該当事項はありません。
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項

１．当社及びその子会社等の集団の構成

該当事項はありません。

（ご参考）

当社が属する企業集団のグループ概要は以下のURLよりご参照いただけます。

アイザワ証券グループ株式会社

https://www.aizawa-group.jp/company/group.html

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等

該当事項はありません。



アイザワ証券株式会社
(https://www.aizawa.co.jp/)

設 立

資 本 金

代 表 者

使 用 人 数

：

：

：

：

2021年４月

30億円

代表取締役社長 社長執行役員 藍澤 卓弥

778人（2025年3月31日現在）

(うち登録外務員数768人)

金融商品取引業の登録状況

登 録 番 号

加 入 協 会

加 入 取 引 所

加 入 投 資 者 保 護 基 金

指 定 紛 争 解 決 機 関

：

：

：

：

：

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業

関東財務局長(金商)第3283号

日本証券業協会 一般社団法人日本投資顧問業協会

一般社団法人第二種金融商品取引業協会

東京証券取引所 大阪取引所 名古屋証券取引所 札幌証券取引所

福岡証券取引所

日本投資者保護基金

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター

(略称：FINMAC)

【個人・一般事業法人向けの商品・サービス(主なもの)】

取扱商品

取引形態

株式 債券
投資信託 ＥＴＦ ＲＥＩＴ

先物・オプ
ション

国内株 外国株 国内債 外国債

対面取引 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

コールセンター ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

インターネット ○ ○ × × ○ ○ ○ ×

その他の業務の具体的内容：投資一任契約に係る業務

○：取扱あり。（取引形態によって取扱い商品が異なる場合あります）

×：取扱なし。

詳細は、当社営業店までお問い合わせください。

当社では、上記の商品・サービスのほか、ソリューションビジネスの展開として相続サポートやビジネ

スサポート、有価証券の引受け業務なども行っております。当社の業務の詳細は、「業務及び財産の状

況に関する説明書」(４ページ)をご参照ください。


